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平成２２年度当初予算案主要事項説明
建設交通部

建設交通部関係

事 業 名 公 共 事 業 費
単 独 公 共 事 業 費

予 算 額 ５２，００３，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

(1) 新京都府総合計画実現のための中期ビジョンに基づき、
「活力の京都」「安心･安全の京都」等を着実に推進

(2) 府民生活の安定・向上と魅力ある地域づくりを一層推進
するため、府民の身近な安心・安全、快適生活などの視点を
重視した事業に重点配分

２ 事業概要

事業内容 Ⅰ 活力の京都 ～交流型ネットワーク整備の推進～

△

骨格的道路網の整備
目 的 京都縦貫自動車道､鳥取豊岡宮津自動車道､大山崎大枝線 など△

地域づくりを支援する道路の整備
対 象 宇治淀線(宇治市)、亀岡園部線[保津南工区](亀岡市)、

八幡インター線(八幡市)、西坂蓼原線[統合橋](福知山市)
方法等 山手幹線[下狛工区](精華町) など

Ⅱ 安心・安全の京都 ～くらしの安心・安全の推進～
△

治水対策、土砂災害対策の推進
鴨川(京都市)、桂川(亀岡市・南丹市)、古川(宇治市)、福田川（京丹後市）
大谷川(福知山市)、中谷川(亀岡市)、切山(笠置町)、新庄(京丹後市) など△

緊急輸送道路の整備
国道175号[宮川橋](福知山市)、国道482号[丹後弥栄道路](京丹後市)、
国道307号[青谷バイパス](城陽市)、国道163号[北大河原バイパス](南山城村) など△

道路防災対策の推進
国道178号[日置～里波見](宮津市)、国道178号[由良～脇](宮津市)
国道163号[上狛～西](木津川市)、国道178号[蒲入～袖志](伊根町･京丹後市)△

橋りょう耐震補強等の推進
国道307号[田辺跨線橋](京田辺市)、奈良加茂線[恭仁大橋](木津川市) など

△

府民公募型安心・安全整備事業費△

地域防災対策事業費

Ⅲ 環境・文化創造の京都 ～京都ならではの環境保全活動の推進～

△

鴨川水辺の回廊創造事業費△

緑の河川復活事業費△

緑の散策道等再生事業費

Ⅳ 健やか長寿の京都 ～生きがいのある地域生活の実現～

△

都市公園整備費
鴨川公園、嵐山公園 など△

府営住宅対策費
府営住宅建設：桃山日向(京都市)、中村（福知山市）、芥子谷(舞鶴市) など

担当課･係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

教 育 委 員 会

警 察 本 部

事 業 名 府民公募型安心・安全整備事業費（再掲）

予 算 額 ２，０００，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

交通安全対策や災害防止対策等について、府民からの提案や要望

を踏まえて公共事業を実施することで、身近な安心・安全の地域基

盤の整備の推進を図る。

事業内容

２ 事業概要
目 的 （百万円）

対 象 事業内容 所要額 所 管

方法等 道路舗装の補修

道路側溝の整備

道路照明灯の設置

ガードレール設置 １，４００ 建設交通部

河川護岸の補修

河川の浚渫

河川内の雑木伐採

府立学校施設の補修 １００ 教育委員会

社会教育施設等の補修

信号機の新設

信号機の改良（歩行者用灯器の増 ５００ 警 察 本 部

灯、視覚障害者用付加装置の設置

等）

監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173

担当課・係名 管 理 課 管 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5768

警 察 本 部 交通規制課施設係 (代)075-451-9111

(内5181)
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 道路緊急安全確保小規模改良事業費(再掲)

予 算 額 ８００，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

府民生活や地域の安心・安全をより一層確保するため、緊急

的に交通安全対策や耐震対策などに資するきめ細やかな小規模

道路改良等を実施することにより、安心・安全で快適なみちづ

くりを推進する。
事業内容

目 的 ２ 事業概要

対 象 (1) 生活交通安全確保事業

歩道の段差解消、路面補修、透水性舗装、視線誘導標識

方法等 ・ガードレール設置、ＬＥＤ型歩道照明設置

等

(2) 京のはし耐震補修事業

橋脚のコンクリート巻き立て、落橋防止装置設置

クラック・漏水・剥離補修

等

３ 事 業 費

８００，０００千円

道路建設課 道路・橋梁担当 075-414-5252

担当課・係名 道路管理課 維持・防災担当 課・係直通電話番号 075-414-5261

安全・指導担当 075-414-5262
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平成２１年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部
警 察 本 部

事 業 名 臨時生活関連施設整備費(再掲)

予 算 額 ２，３００，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

「安心・安全の確保」、「つくったものを『より活かす』
視点の重視」の観点から、既存インフラを活用するべく、臨
時重点的な補修や適正な維持管理を行う。

２ 事業概要
事業内容 （単位：百万円）

目 的 内 容 所 要 額 所 管

対 象

△

社会基盤整備
道路の舗装、橋の修繕など

方法等 （社会基盤ストックのレベルアップ）
落石防止などの防災対策

（安心・安全な地域づくり）
舗装道修繕、沿道緑地の管理 ２，２００ 建設交通部

（不況雇用対策）
道路の穴ぼこ、段差解消など

（小規模修繕）
植樹帯等緑化空間の維持・補修など

（やすらぎ空間の維持修繕）

△

交通安全施設整備
横断歩道の塗替え、道路標識の設置など １００ 警 察 本 部

（安心・安全な地域づくり）

建 設 交 通 部 監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173
担当課・係名 警 察 本 部 交 通 規 制 課 施 設 係 課・係直通電話番号 (代)075-451-9111

(内5181)
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 緊急生活道路小規模改良事業費(再掲)

予 算 額 ４００，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

山間地など交通量の少ない道路の状況に応じた部分的な

改良事業を実施し、道路の安全性、走行性の向上を図る。

事業内容

２ 事業概要
目 的

交通量が少なく幅員が狭い路線において、待避所の設置
対 象

や視距改良など小規模な改良工事を実施
方法等

３ 事 業 費

４００，０００千円

担当課・係名 道路建設課 道路･橋梁担当 課・係直通電話番号 075-414-5252
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 地域防災対策事業費(再掲)

予 算 額 ６２６，０００ 千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

近年、局地的な集中豪雨等による水害・土砂災害が頻発し
ていることを踏まえ、避難所や避難路の保全など、防災拠点
機能の確保・強化を図るとともに、大雨時等の通行規制区間
の解消や河川のネック箇所の整備等を行い、地域の防災力の
充実を図る。

事業内容 ２ 事業概要

目 的 区 分 事 業 内 容 事 業 費

対 象 土砂災害危険箇所にある避難所や避難路
避難所・避難路

について、土砂災害防止対策を実施し、地 150,000
方法等

の保全対策
域の安心・安全の確保を図る。

災害時孤立集落
大雨等異常気象時の通行規制区間内にあ

の解消
る危険箇所を整備し、通行規制による孤立 60,000
集落や大規模な迂回の解消を図る。

河川ネック箇所
度々浸水被害が出ている河川のネック箇

等の整備
所について、局所的に緊急河川改修を行
い、浸水被害の発生を防ぐ。

416,000
老朽化等により破損した場合、甚大な被

天井川水路橋 害が想定される天井川の水路橋において、
の整備 現況調査を実施し、計画的な防災補強対策

を行い、施設の安全確保を図る。

道 路 管 理 課 維持・防災担当 075-414-5261
担当課・係名 河 川 課 整 備 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5285

砂 防 課 事 業 担 当 075-414-5314
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

商工労働観光部
建 設 交 通 部

事 業 名 交通・流通活性化事業費（一部再掲）

予 算 額 １９２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨
京都縦貫自動車道（京丹波わち～宮津天橋立）において 料金割引の社会実験を

実施するとともに、舞鶴国際ふ頭の供用開始に伴い、国内外の物流航路を強化する
ことにより、京都北部地域及び物流の活性化を図る。

２ 事業概要

京都縦貫自動車道利用促進事業費 １２０，０００千円

目 的 料金割引の社会実験を実施し、北部地域の活性化や観光需要を喚起
事 業 内 容

内 容 土日祝日にＥＴＣを利用して走行する車両に対して５２％の料金割引を
目 的 実施

期 間：平成21年８月～平成23年３月
対 象 車 種：ＥＴＣを搭載している全車両

＜割引例＞
方法等 「京丹波わち～宮津天橋立」間を利用した場合

１，０００円 → ４８０円（５２０円の値引き）
「沓掛～丹波、京丹波わち～宮津天橋立」間を利用した場合

２，０００円 → ９８０円（１，０２０円の値引き）

京都舞鶴港活性化事業費 ６０，０００千円

目 的 京都舞鶴港を利用する京都企業の利便性の向上【内貿対策】

内 容 フェリー事業者の実施する運賃割引に対する支援
割引額：１０，０００円／１台
期 間：平成22年４月～平成23年３月
対 象：大型貨物車両

京都舞鶴港トライアル利用促進特別支援事業費 （再掲）１２，０００千円

目 的 京都舞鶴港の新規貨物の確保、基本取扱貨物量の底上げ【外貿対策】

内 容 外国貿易貨物の貿易取扱い事業者に対し支援
補助金額：輸入 １２，０００円／ＴＥＵ

輸出 ２４，０００円／ＴＥＵ
対 象：以下の要件を満たす貨物

①新たに京都舞鶴港を利用する新規貨物
②向こう１年間で10ＴＥＵ以上の貨物取扱計画がある

貿易・商業課 京都舞鶴港担当 075-414-4844
担当課・係名 道 路計画課 高速道路担当 課・係直通電話番号 075-414-5248

港 湾 課 管 理 担 当 075-414-5301
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 鉄道駅舎バリアフリー化設備整備事業費

予 算 額 ８５，４８９千円 新規･継続の別 継 続

１ 目 的

鉄道駅舎及びその周辺地区におけるバリアフリー化を一体的に促進し、
高齢者・障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化を図るため、
その中心となる鉄道駅舎を対象に、国庫補助制度と協調し、関係市町と
ともに、鉄道事業者が行うバリアフリー化事業に対して助成する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的
事 業 者 対象駅 主 な 整 備 項 目 整備予定年度

対 象

方法等
西向日

障害者対応型ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
21 ～ 22

スロープ改築
多機能トイレ 他

阪 急 電 鉄 ㈱

大山崎
障害者対応型ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ

20 ～ 22
多機能トイレ
誘導ブロック 他

【参考】国庫補助制度の概要

補 助
対象事業者 鉄道事業者

対 象
対 象 駅 １日乗降人員5,000人以上の鉄道駅

補 助 率 国 1/3以内（地方負担額以内）、京都府1/6以内、市町村1/6以内

担当課・係名 交通政策課 調整担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 生活交通ネットワーク構築支援費

予 算 額 ３２３，５００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨
地域住民の生活の足を確保するため、

①市町村や事業者に対する路線維持等の支援
②より便利で使いやすい生活交通ネットワークの構築を推進

２ 事業内容
事 業 内 容

目 的 項 目 概 要

対 象
◇国と協調した幹線に対する補助

方法等 生活交通路線維持費補助 （国との協調補助）

～路線維持確保の支援～ ◇市町村等が行う路線維持施策に対する補助
(市町村との協調補助）

バスカードシステム整備費 ◇事業者が行うＩＣカードシステム整備に対
補助 する補助

～公共交通の利便性向上への支援～ （国･市町村との協調補助）

効率的バス運行調査検討補助 ◇新たなコミュニティバスの導入に向けた調
査や実証運行経費に対する補助

～市町村の主体的な確保策を支援～ （市町村との協調補助）

車両購入費等補助 ◇市町村が行うノンステップバス等バリアフ
リー車両の導入経費に対する補助

～車両のバリアフリー化を促進～ （市町村との協調補助）

担当課・係名 交通政策課 企画担当 課・係 電話番号 075-414-4359
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 ＫＴＲ利用者１０万人拡大事業費

予 算 額 ４０，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 目 的

北近畿タンゴ鉄道（ＫＴＲ）の企画商品や企画キップ等をより
魅力的で使いやすいものにすることにより、沿線利用者の拡大と
沿線地域への観光誘客を図り、ＫＴＲの経営改善と地域の活性化
を促進する。

事 業 内 容

２ 事業内容
目 的

ＫＴＲが行う積極的な利用促進に向けた企画きっぷや企画商品
対 象 の開発に対する支援

方法等

沿線利用者 ・ＫＴＲ＆バス共通きっぷ(仮称)
向け企画 ・無記名全線パス(持参式エコ定期券)

・沿線利用者用割引特急券
等

・ホリデーグループきっぷ
観光誘客企画 ・エリア別観光きっぷ(仮称)

・世界ジオパーク認定記念きっぷ
等

担当課・係名 交通政策課 調整担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建 設 交 通 部

事 業 名 交通結節点機能高度化支援事業費

予 算 額 ２２，３７１千円 新規･継続の別 継 続

１ 目 的

公共交通の利便性向上による地域振興を図るため、高速道路
ＩＣと鉄道新駅との新たな交通結節点の形成を支援する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 新たに開通する京都第二外環状道路のインターチェンジと阪急
新駅の整備により形成される交通結節点の整備費に対する支援

対 象

方法等 複数モードの公共交通機関の乗継や駅利用者
の利便性向上に資する施設

助成対象 駅前広場
パーク&ライド駐車場
東西自由通路
高速バス乗継施設
その他附帯施設

担当課・係名 交通政策課 整備担当 課・係 電話番号 075-414-4360
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 鴨川環境保全対策推進費

予 算 額 １６，１９５千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

鴨川及び高野川における総合的治水対策の推進、良好な河

川環境の保全及び快適な利用の確保を図るため、京都府鴨川

条例に基づく規制の実施や鴨川府民会議の開催などの施策を

実施する。

事業内容 ２ 事業概要

目 的

区 分 事 業 概 要

対 象

△

迷惑行為の規制のため、現地指導を実施

方法等 ・自動車等乗り入れ禁止

迷惑行為の規制 ・打ち上げ花火等禁止
違反者に罰則あり

・落書き禁止

・バーベキュー等禁止

鴨川府民会議の

△

府、府民、事業者及び京都市により構成する鴨川府民

開催
会議を開催し、鴨川等の河川環境の整備保全に関して意

見交換を実施

鴨川四季の日の

△

府民協働による河川愛護活動や鴨川等の四季の魅力を

実施
全国に発信する取組を促進する契機とするため、パネル

展等を実施

※ 放置自転車対策は平成２２年４月から京都市へ業務移管

担当課・係名 河 川 課 管理担当 課・係直通電話番号 075-414-5290
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 鴨川水辺の回廊創造事業費（再掲）

予 算 額 ４２５，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

「水辺の回廊整備・鴨川創造プラン」の実現に向けて、府民が集ま

り親しまれる公共空間整備（快適な利用促進と自然環境に配慮した河

川空間整備）として、ジョギングロード、かもがわ花物語の整備及び

設計等を実施する。

また、都市中心部を流れる鴨川の治水安全度を向上するため、治水

事業内容 対策として概ね３０年に１回起こり得る降雨による洪水に対応できる

よう抜本的な河川改修を実施する。

目 的

対 象 ２ 事業概要

方法等 区 分 事 業 概 要

かもがわ ３０㎞

△

ジョギングロード整備

ジョギングロード

△

園路・広場整備

公共空間整備 整備事業

△

拠点施設(野外活動施設) 整備

かもがわ花物語

△

散策路整備

整備事業

△

植栽整備

治 水 対 策
安心のかもがわ

△

中州除去

整備事業

△

護岸整備

担当課・係名 河川課 計画担当 課・係直通 075-414-5291

河川課 整備担当 電話番号 075-414-5285
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 住 宅 耐 震 化 支 援 事 業 費

予 算 額 １５，８００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

平成18年度に策定した耐震改修促進計画に基づき、住宅の耐震

診断等を実施する市町村を支援するとともに、府民の耐震改修の

意識を高めるため、普及啓発等を実施して、府内建築物の耐震化

の一層の促進を図る。
事業内容

目 的 ２ 事業概要

対 象 (1) 耐震診断
耐震診断を実施する市町村に対し、その経費の一部を補助

方法等

対象住宅 木 造 住 宅 集合住宅(マンション)

基 準 昭和56年５月31日以前に着工され完成している住宅

市町村から耐震診断士の 管理組合等が設計事務所
補助対象

派遣を受けて耐震診断を と契約し、耐震診断を行
経 費

行う経費 う経費

補助基本額 ２８，０００円／戸 １棟150万円かつ１戸３万円

補助金額 ７，０００円／戸 ５，０００円／戸

(2) 普及啓発等
木造住宅耐震相談や耐震診断後の具体的改修プランの提案等

を市町村と連携して実施

担当課・係名 建築指導課 建築防災・安全担当 課･係直通電話番号 075-414-5346
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平成２２年度当初予算案主要事項説明

建設交通部

事 業 名 木造住宅耐震改修助成事業費

予 算 額 ３５，０００千円 新規･継続の別 継 続

１ 趣 旨

平成18年度に策定した耐震改修促進計画に基づき、平成２７年

度末までに住宅の耐震化率の目標である９０％を達成させるた

め、耐震性能が不十分な木造住宅に対して耐震改修助成を行い、

大規模地震による被害を軽減し、府民の安心安全の向上を図る。
事業内容

目 的

２ 事業概要
対 象

方法等 対 象 住 宅 昭和56年5月31日以前に着工した木造住宅

耐震診断結果が1.0未満で、改修工事により1.0以上※となるもの
耐 震 性

（※当分の間、0.7以上と読み替える）

３０戸／ha以上の密集市街地内にあるもの等
要 件

（ただし、市町村が耐震改修促進計画等において定めた地域も対象）

対 象 事 業 耐震性を向上させる工事費及び設計費

補助対象額 １２０万円

補 助 率 公的負担1／2（府及び市町村補助）・住宅所有者負担1／2

担当課・係名 建築指導課 建築防災・安全担当 課･係直通電話番号 075-414-5346


